様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2021年７月６日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）てくまとりっくす
                          一般事業主の氏名又は名称 テクマトリックス株式会社
（ふりがな）ゆり　たかし
                              （法人の場合）代表者の氏名  由利　孝    印
住所　〒108-8588
東京都港区三田3-11-24　国際興業三田第２ビル
法人番号　4010401058467　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・新中期経営計画「BEYOND THE NEW NORMAL」
・第37期有価証券報告書

	公表日
	・新中期経営計画「BEYOND THE NEW NORMAL」　2021年5月10日
・有価証券報告書　2021年6月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【新中期経営計画】　P1～P5
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_20210510409465_P01_.pdf
【有価証券報告書】P16　②経営戦略
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_2021062916240112_P01_.pdf

	記載内容抜粋
	企業理念に「より良い未来を創造するITのプロフェッショナル集団」を掲げる当社は、2021年５月10日に新中期経営計画「BEYOND THE NEW NORMAL」を発表しました。2019年11月に発生した新型コロナウイルス感染症による新型肺炎は、日々活動するビジネスシーンにおいても多大な影響を及ぼしました。例えば、これまでは福利厚生や働き方改革の一環として見られていた在宅勤務やテレワークなどの就業スタイルは、「NEW NORMAL」時代においてはもはや常識とされつつあります。ワクチン接種によりコロナがいずれ下火になるとしても、感染症との闘いは終わることはなく、以前とまったく同じ就業スタイルに戻ることは考えにくい状況にあります。今の時点で「NEW NORMAL」と思っていることも、いずれその次の常識によって上書きされることが予想されます。
当社グループは、「NEW NORMAL」の先に来る新しい社会を見据えて事業を構築して行かなければならないと考えています。それが「BEYOND THE NEW NORMAL」です。
※新中期経営計画「BEYOND THE NEW NORMAL」のコンセプト
テクマトリックスグループは、デジタル化への急激なシフトと産業構造の劇的な変化を新たな成長機会と捉え、社会にとって必要不可欠な領域に向けた事業を加速し、社会課題を解決するためのサービスの提供を通して、持続可能な社会の創造に貢献します。
具体的には、各企業のDX推進の実現に向けて、情報基盤事業においては、社会インフラとして安心・安全を確保する『セキュリティソリューション』を提供するとともに、デジタル化を支える情報基盤・技術・サービスを提供します。また、もうひとつの事業セグメントであるアプリケーション・サービス事業においては、最善の手法である「Best Practice」を誰にも使いやすいUXを通してクラウド型で提供します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当該媒体は、取締役会の承認を得た公表媒体です。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・新中期経営計画「BEYOND THE NEW NORMAL」
・第37期有価証券報告書

	公表日
	・新中期経営計画「BEYOND THE NEW NORMAL」　2021年5月10日
・第37期有価証券報告書　2021年６月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【新中期経営計画】：P16～P18
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_20210510409465_P01_.pdf
【有価証券報告書】：P16　②経営戦略
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_2021062916240112_P01_.pdf

	記載内容抜粋
	新中期経営計画「BEYOND THE NEW NORMAL」では、「中核的事業戦略」と「７つの基本戦略」を定めその実現を目指します。

「中核的事業戦略」
・クラウド関連事業の戦略的・加速度的推進
・セキュリティ&セイフティ（安心と安全）の追及
「７つの基本戦略」
１）取扱製品の拡大・新規サービスの立ち上げ
２）サービス化の加速（サービス比率拡大）
３）データの利活用（AIの利用を含む）
４）多様なアライアンス・M&A（既存事業の拡充と新規事業の創出）
５）海外市場での事業の拡大
６）グループ間連携の強化によるシナジーの創出
７）人材育成/組織開発（ダイバーシティの推進含む）

■具体的な取組紹介
３）データの利活用（AIの利用を含む）
連結子会社である株式会社NOBORIは、医療情報・画像データ等をクラウド管理するシステムを自社開発し、病院施設向けに提供する事業を展開しております。同社は、システムに保管されている医療データの利活用に着目し、提携医療機関とシステム連携の上、患者が自身の医療データをスマートフォンでいつでも確認することができるアプリケーションを開発し提供しています。今後も、医療データの利活用による本サービスの拡大に取組んでまいります。
●PHR（Personal Health Record）サービスの提供を開始
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_2020050801_P01_.pdf
４）多様なアライアンス・M&A（既存事業の拡充と新規事業の創出）
同じく連結子会社である株式会社NOBORIは、医療用画像診断支援のためのAIプラットフォーム事業の拡大を、複数の企業とアライアンスを組み、今後も取組んでまいります。
●エムスリー株式会社と業務提携
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_2020050702_P01_.pdf
●インドDeepTek社へ出資、資本、業務提携
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_2020051401_P01_.pdf

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当該媒体は、取締役会の承認を得た公表媒体です。




1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	【有価証券報告書】：P17～P18 2）経営環境及び対処すべき課題等
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_2021062916240112_P01_.pdf
【新中期経営計画】：P16～P18
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_20210510409465_P01_.pdf

	記載内容抜粋
	＜人材の確保＞
当社グループの更なる成長に向けては、優秀な人材の確保・育成は不可欠であります。ITが全産業分野に浸透して行く中、IT人材の獲得競争は、同業者間のみならず、異業種やベンチャー企業の間でも熾烈さを増しています。今後、事業を拡大していくためには、人材の確保が生命線となり、優秀な従業員を継続的に採用していく必要があります。新卒の定期採用においては、潜在能力の高い人材を、また中途採用においては、即戦力として活用できる経験者を幅広く採用します。 　

＜生産性の向上（コスト削減・品質向上・納期遵守）＞
人的リソースの量的拡充だけに頼らず、新規事業の拡大と同時に採算性を向上するためには当社PMO(Project Management Office)室を中心に、開発効率の向上（コスト削減）、サービス品質の向上、納期の順守のための努力を継続します。システムの開発にあたってはオフショア開発（開発業務を海外に委託）、ニアショア開発（開発業務を国内の遠隔地に委託）への取り組みも推進します。
＜市場環境（ニーズ）の変化への迅速な対応＞
※外部組織との協業方針
ｄ．製品販売とサービス展開における即効性のあるシェア拡大策、事業拡大策として、オープンイノベーションを意識し、ベンチャー企業を含む外部企業や大学、異業種、同業他社や当社グループの事業を補完しうる事業者に対する事業提携やM＆Aについて積極的に検討を進めて行きます。

＜営業体制の最適化・外部アライアンス・海外体制＞
・情報基盤事業
-代理店（パートナー）と戦略アカウントの深掘り
-プロダクト組織とアカウント組織のマトリックス化
・アプリケーションサービス事業
-CRMサービスのワンストップ化に向けた他ベンダーとの連合・グループの組成
-グローバル展開（ASESAN）の加速



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	【有価証券報告書】：P17～P18 2）経営環境及び対処すべき課題等
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_2021062916240112_P01_.pdf

	記載内容抜粋
	＜市場環境（ニーズ）の変化への迅速な対応＞
ａ．これまで展開してきた特定顧客向け受託開発のための技術リソースを「自社独自サービスの開発」「自社付加価値を高める」方向へと戦略的にシフトします。
ｂ．特定市場、特定業務をターゲットにしたベストプラクティスである自社独自クラウドサービスのビジネス展開を加速します。
ｃ．ビッグデータ解析、BI(Business Intelligence)、AI（人工知能）等を利用し、クラウドサービスを通じて得られたデータの利活用を検討します。
ｄ．製品販売とサービス展開における即効性のあるシェア拡大策、事業拡大策として、オープンイノベーションを意識し、ベンチャー企業を含む外部企業や大学、異業種、同業他社や当社グループの事業を補完しうる事業者に対する事業提携やM&Aについて積極的に検討を進めていきます。
ｅ．サイバーセキュリティ対策技術の提供形態がクラウドサービス化されていく流れの中で、当社独自の付加価値を増大させるため、統合監視サービスなどのサービス化を加速度的かつ高度に進めてまいります。
ｆ．データが価値を生み、ビジネスがB2CとC2Cに収斂されていく世の中との認識のもとに、当社の専門領域において消費者向けビジネスの展開を検討します。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・新中期経営計画「BEYOND THE NEW NORMAL」
・第37期有価証券報告書

	公表日
	・新中期経営計画「BEYOND THE NEW NORMAL」　2021年5月10日
・第37期有価証券報告書　2021年６月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【中期経営計画】　P20～P24
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_20210510409465_P01_.pdf
【有価証券報告書】　P17
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_2021062916240112_P01_.pdf

	記載内容抜粋
	中核的事業戦略及び７つの基本戦略の実行することで実現を目指す2024年３月期の経営目標は以下のとおりです。
＜2024年３月期目標＞
■経営指標（連結）
・売上高：400億円
・営業利益：50億円
・営業利益率：12.5%
■KPI ストック比率の拡大（TMX単体＋株式会社NOBORI）
・情報基盤事業：70％（2021年3月期実績　64％）
・アプリケーション・サービス事業：65%（2021年3月期実績　55％）
※ストック比率の拡大により経営基盤の安定化を図り、着実な戦略実行を実現します。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年５月10日 等

	発信方法
	・中期経営計画及び通期決算資料の発表、有価証券報告書、株主通信など

	発信内容
	中期経営計画に定める具体的な戦略の進捗状況や、業績結果の報告を半期ごとに、代表者自らが株主、投資家等のステークホルダーの皆様ご説明しております。
●決算説明会動画（新中期経営計画説明含む）（2021年5月19日開催）
https://www.net-presentations.com/3762/20210519/
●決算説明資料
https://www.techmatrix.co.jp/ir/event/event_01.html
●有価証券報告書等
https://www.techmatrix.co.jp/ir/library/library_03.html
●株主通信
https://www.techmatrix.co.jp/ir/library/library_04.html



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2018年　３月頃　～　現在まで

	実施内容
	経営者のリーダーシップのもと、当社のIT推進部において、デジタル技術の活用による社内生産性の向上及び事業活動の質の向上の実現に向けて自社ITシステム戦略を策定しております。また、月次単位の定期会議を開催し、経営者や他部署を交え、課題の把握及び今後の取組への検討を行っております。
１　開発・導入のスピードアップ、品質向上
２　人材の育成、充実、体制の再構築
３　能動的な企画・提案活動
４　投資対効果の計測
５　クラウド化の促進
６　セキュリティの安心・安全の追及
【有価証券報告書】P36
・品質改善活動
・社内ITシステムの充実
https://www.techmatrix.co.jp/ir/upload_file/tdnrelease/3762_2021062916240112_P01_.pdf



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2006年11月頃　～　現在まで


	実施内容
	内部統制システムの基本方針に沿って、情報セキュリティ管理および個人情報保護に関する内部規程を定めています。2006年11月に外部認証機関に基づく監査を経て、国際規格「ISO/IEC 27001」及び国内規格「JIS Q 27001」を取得しており、取得以降は、毎年の同監査を経て更新しております。
●情報セキュリティ基本方針（ISMS基本方針）
https://www.techmatrix.co.jp/company/security_policy.html
内部の体制としては、経営者をトップとした情報セキュリティ委員会を構成し、四半期毎に委員会の開催。情報セキュリティマネジメントに係るPDCAサイクルの実施状況の共有や社内課題の検討を行っています。（管理部門の社員を中心とする「事務局会議」は毎月開催）
運用状況の評価は毎年内部監査と外部監査にて実施しております。実際に、セキュリティインシデントが発生した際には、迅速な事態の収束、被害の最小化、再発防止に向けた体制を構築しています。また、全従業員を対象としたセキュリティ研修を毎年定期実施しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

